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1．はじめに

2020年頃より，中国では電気自動車の普及
が急速に進展している。この背景には，2009
年以降の中国政府による本格的な電気自動車産
業の育成政策，車載電池・電気自動車・充電イ
ンフラの開発・生産・販売に取り組む多数の中
国企業，そして電気自動車を積極的に採用する
中国の消費者・顧客といった行為主体の行動が
大きな役割を果たしている（潘，2025, 52

頁）。
中国政府が電気自動車の産業育成に取り組む
要因の一つとして，中国国内には「中国企業が
高機能エンジンで先進国企業に追いつくことが
できない」との認識が存在すると指摘されてい
る（藤本，2022, 33頁）。しかし，この点に関
しては，「なぜ中国の自動車企業は，世界の先
進国企業に遅れをとったのか」，「中国の自動車
産業はどのように発展してきたのか」といった
重要な疑問が残されている。
本稿は，MAIS アプローチ（原，2018；原，

2022；潘，2025）という分析枠組みを用い，中
国の自動車産業に関する制度的・構造的要因，
行為主体，物的存在についての先行研究をレビ
ューする。その上で，中国の自動車産業の歴史
的変遷を考察し，今後の研究課題を明らかにす
ることを目的とする。

2．先行研究レビュー

2.1 中国の自動車産業の歴史に関する先行研究
中国の自動車産業の歴史は，1953年に国有

企業である第一汽車が，旧ソ連の全面的な協力
の下，吉林省長春市に設立されたことに始ま
る。中国の自動車産業の発展については，これ
までさまざまな視点から議論されてきた。
高山・丸川（2005）は，1950年代から現在
に至るまでの中国政府の自動車産業政策を，以
下の 4つの段階に区分している。第 1の段階
（1950年代～1980年代前半）は，自動車産業の
発展が計画経済体制によって規定されていた時
期である。この時期，中国政府は自動車産業を
産業政策上あまり重視しておらず，限られた資
金が効率的に活用されなかった。そのため，中
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国の自動車産業は 1953年という比較的早期に
スタートを切り，膨大な国内需要があったにも
かかわらず，大きな発展を遂げることができな
かった（高山・丸川，2005, 60頁）。
第 2の段階（1980年代前半～1992年）は，
自動車需要が顕在化し，市場メカニズムの部分
的な導入により，生産台数が大幅に増加した。
1986年，中国政府は自動車産業を「支柱産業」
（基幹産業）と位置付け，手厚い保護政策を導
入した。しかし，実際の投資配分は不十分であ
り，国際競争力を有する自動車産業の育成には
至らなかった（高山・丸川，2005, 60頁）。
第 3の段階（1993年～2001年）は，1992年
の中国共産党第 14回大会において，自動車産
業が再び「支柱産業」と位置付けられたことを
受け，1994年には「自動車工業産業政策」が
発表された。この政策は，政府による産業再編
の誘導，国産化比率規制，外資参入規制，輸入
規制など，民族系自動車産業を強化する内容で
あった。しかし，高山・丸川（2005）によれ
ば，当時の中国の国情には乗用車の普及が適さ
ないとする意見が影響力を持ち，政策の実施効
果は限定的であった。
第 4の段階（2001年以降）は，中国の WTO
加盟に伴い，従来の国産化率規制，外資参入規
制，輸入規制などが実施できなくなった時期で
ある。この結果，中国政府は自動車産業政策の
軌道修正を余儀なくされたが，具体的な政策
は，しばらく打ち出されず，一時的な政策の空
白期間が生じたと指摘されている（高山・丸
川，2005, 61頁）。
高山・丸川（2005）は，中国の自動車産業政
策の変遷を理解する上で重要な示唆を提供して
いる。しかし，「中国の自動車産業政策が自動
車メーカーの競争力にどのような影響を与えた
のか」，「中国の自動車メーカーの競争力がどの
ように変化してきたのか」についての論理的な
説明は十分ではない。
これに対し，陳（2007）は，中国の WTO 加

盟とともに顕在化した中国自動車産業の脆弱性
に着目し，政府の産業政策といった外部環境要

因，産業内の競争状況，企業の競争力蓄積過程
の関係性について考察している。そして，新中
国の自動車産業の発展を以下の 4つの歴史的段
階に区分している。
第 1の段階（計画経済統制期：1950年代初
め～70年代後半）は，大手メーカーを中心と
した産業構造の形成が特徴である。第 2の段階
（市場開放・技術導入期：1970年代末～1980年
代前半）は，全車種における技術導入と新規参
入メーカーの急増が特徴である。第 3の段階
（自動車ニーズ成長期：1980年代半ば～1990年
代前半）は，乗用車生産に対する参入制限と競
争排除が進められた時期である。第 4段階（グ
ローバル化移行期：1990年代半ば～現在）は，
WTO 加盟による影響と市場のグローバル化が
特徴として挙げられる（陳，2007, 15頁）。
しかし，陳（2007）によるこの区分には，中
国の経済体制や経済政策，自動車市場の特性が
混在しており，各発展段階の区分基準が明確で
はない点が課題として指摘できる。
大鹿（2014）は，中国の自動車産業の歴史を
以下の 4つの段階に区分している。第 1段階
（1950年～1965年）は中国の自動車産業の誕生
期である。第 2段階（1966年～1977年）は，
中国の自動車産業の拡大期である。第 3段階
（1978年～1993年）は，自動車産業の混乱と変
化の時期である。第 4段階（1994年～1999年）
は自動車産業の改革と発展の時期である。しか
し，中国の自動車産業の歴史を振り返ると，各
段階において①自動車産業政策の変更，②自動
車産業の変化，③自動車市場の継続的拡大とい
った共通点が見られるため，大鹿（2014）の区
分基準には一定の限界があると考えられる。
李（2019）は，中国自動車産業の成長過程を
以下の 3つの段階に分類している。第 1段階
（閉鎖的自主発展期）は，計画経済を特徴とす
る時期である。第 2段階（移行期：1983年頃
～2001年）は，外資との合弁事業の開始によ
り，計画経済と市場経済が混在する。第 3段階
（開放経済期：2001年～現在）において，WTO
加盟以降，市場経済への移行が加速し，「準市
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場経済国」としての特徴が強まる（李，2019,
63頁）。李（2019）の区分は，中国の経済体制
の歴史的変遷を理解する上で重要であるもの
の，「閉鎖的自主発展期」，「移行期」，「開放経
済期」という枠組みでは，中国の自動車産業の
歴史的変遷を整理する基準が明確とは言い難
い。
関（2020）は，中国の自動車産業の歴史を以
下の 2つの段階に分けている。早期発展期
（1920年～1978年）新中国設立初期から自動車
産業の創設が中国政府の重要課題の一つとされ
ていた時期である。この時期には，工業遺跡を
活用した自動車産業の発展計画が策定されたも
のの，実際には旧ソ連の技術支援を受け，1953
年に第一汽車が設立された。第一汽車は，ソ連
の生産モデルを導入し，その後，国際環境の悪
化や封鎖政策を背景に，戦争需要に応じた重慶
トラックや第二汽車が設立された。しかし，計
画経済のもとで市場成長は抑制され，軍事用・
大型トラックの発展が優先される一方，個人消
費向けの乗用車市場は制限された（関，2020,
3頁）。
成長期（1978年～2008年）は，経済改革の
進展に伴い，自動車産業も徐々に市場経済の要
素を取り入れ，国際競争力の向上を図った時期
である。関（2020）は，市場・国家・産業発展
の関係性という視点から，1978年～2008年の
中国自動車産業の発展経路と特徴についても考
察し，この期間をさらに 3つの段階に分けてい
る。
第 1段階（改革開放早期：1978年～1993年）
では，以下のような産業政策が見られた。①自
主発展政策から外資系技術の導入，および外資
合弁企業への移行，②計画経済の要素の維持，
③自動車市場への新規参入の規制，④乗用車生
産の抑制である。これらの政策により，中国の
乗用車市場の規模拡大や競争力の向上は抑制さ
れ，発展に一定の制約が生じた（関，2020, 4
頁）。
第 2段階は（経済体制改革期：1994年～

2003年）には，自動車産業政策が正式に制定

され，外資合弁企業を中心とする産業構造への
移行が進んだ。この時期の特徴として，①外資
系企業への依存度の増加，②保護された市場環
境のもとで乗用車が高級消費財として位置付け
られたこと，③保護政策により自動車メーカー
が市場で独占的な地位を確立したことが挙げら
れる。しかし，民族系自動車メーカーの自主的
な発展は限定的であり，外資合弁企業が市場の
成長を主導していた（関，2020, 4頁）。
第 3段階（自主発展期：2004年～2008年）
には，中国自動車産業が自主発展の段階に突入
した。1990年代末，奇瑞汽車（Chery）や吉利
汽車（Geely）といった民族系自動車メーカー
が，従来の産業政策の制約を克服し，自動車産
業，特に乗用車分野に積極的に参入した。これ
により，自主革新モデルの形成が促進された。
しかし，民族系自動車メーカーの競争力は依然
として外資合弁企業と比較すると弱く，その要
因の一つとして，外資合弁企業主導の産業構造
が自国メーカーの成長意欲を阻害していたこと
が挙げられる（関，2020, 5頁）。
以上のように，中国の自動車産業の歴史につ
いては，さまざまな視点から議論されており，
それぞれが同産業の歴史を理解する上で重要な
示唆を与えている。例えば，多くの研究におい
ては，中国の経済体制の変化や政府の自動車産
業政策の変遷に基づいて時代区分が行われてい
る。これは，中国の自動車産業の歴史を理解す
る上で，中国の経済体制や政府の自動車産業政
策の変遷を把握することが重要であることを示
している。一方，中国の自動車産業の発展段階
を区分する際には，①中国政府の自動車産業政
策，②中国の自動車メーカーの成長過程，③中
国自動車市場の変化，④経済体制の変遷などの
話が混在しており，「中国政府の自動車産業政
策はどのように変遷したのか」，「中国の自動車
メーカーはどのように発展してきたのか」，「中
国自動車市場はどのように成長してきたの
か」，といった具体的な論点については，十分
な議論がなされておらず，さらなる研究が求め
られる。
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2.2 中国の自動車産業の競争力に関する先行
研究

多くの学者は，中国の自動車産業が長期間に
わたって発展できなかった要因として，中国政
府の投資不足や過度な保護などの自動車工業政
策を指摘している（陳，2007, 141頁）。陳（2007）
によると，中国の自動車企業における競争力の
蓄積は，政府の競争排除政策によって大きく制
約された。1970年代末以降，中央政府は以下
のような政策を実施した。①中型トラックのモ
デルチェンジを東風汽車（以下，東風）に担当
させる。②小型トラックの生産を第一汽車（以
下，一汽）に，大型トラックの生産を再び東風
に担当させる。③乗用車の先導工程を一汽に，
大量生産を東風に委ねる。これらの政策のも
と，一汽と東風は政府からの投資に依存する傾
向を強め，主に政府との人脈を活用して計画投
資を獲得することに注力した。その結果，両社
は直接的な競争を回避し，競争力の向上が大幅
に遅れることとなった。また，トラックから乗
用車へと需要が移行しはじめた自動車産業の成
長期（1980年代半ば～1990年代前期）におい
て，中央政府は厳しい参入規制を課し，競争を
排除する政策を採用した。特に乗用車生産の分
野では，厳格な参入規制の下，ごく少数の企業
のみが市場に参入し，各社は「1企業 1車種」
の原則に基づき，セグメント別に生産車種が割
り当てられた。そのため，WTO 加盟が迫る
1990年代後半まで，企業間の競争はほとんど
存在せず，各社は単一車種の生産量拡大に専念
する状況が続いた。その結果，新しい車種の投
入やモデルチェンジはほとんど行われず，技術
の吸収や品質管理の進展も限定的であった
（陳，2007, 141-148頁）。
一方，21世紀に入り，新興国企業の台頭に
伴い，中国の自動車産業の発展について多様な
解釈がなされてきた。例えば，その成長要因と
して，本国市場への依存，低価格戦略の活用，
政府による保護策，外部資源とネットワークの
活用，製品アーキテクチャのモジュラリティ向
上などが挙げられている（李，2019, 231頁）。

中国の自動車産業は，先進国からの技術導入・
吸収，部品の国産化，規模の経済を通じた競争
力の形成といった，典型的なキャッチアップパ
ターンをたどってきた。しかし，湯（2016）
は，こうした発展プロセスを経てもなお，中国
の地場企業が産業全体の飛躍的発展を牽引する
存在には至っていないと指摘している。
以上のように，これまでの研究では，中国自
動車産業の競争力の低さが繰り返し指摘されて
きた。しかし，本研究で整理した先行研究の多
くは 2000年代初頭のものであり，中国が
WTO に加盟してから約 20年が経過した現在，
中国の自動車企業の競争力がどのように変化し
ているのかについては，依然として検討の余地
がある。

3．リサーチクエスチョンと研究方法

3.1 リサーチクエスチョン
これまでの議論を踏まえると，中国の自動車
産業の歴史は，さまざまな視点から検討されて
きた。その多くは，各時代における政府の自動
車産業政策，自動車メーカーの設立経緯，技術
導入，生産・開発された車種，生産や開発能力
の特徴などを時系列に記述する形式をとってい
る。しかし，時系列に沿った記述が主流である
ため，中国の自動車産業に関連する制度的・構
造的要因，行為主体である自動車メーカーや自
動車部品メーカーの開発・生産能力，機械設備
や原材料，部品などの物的存在についての議論
が混在し，分析の視点がやや複雑になってい
る。その結果，これらの要素がどのように変化
してきたのかが明確にされていないという課題
がある。
本稿は，MAIS アプローチ（原，2018；原，

2022；潘，2025）という分析枠組みを用い，中
国の自動車産業に関する制度的・構造的要因，
行為主体，物的存在についての先行研究をレビ
ューする。その上で，中国の自動車産業の歴史
的変遷を考察し，今後の研究課題を明らかにす
ることを目的とする。以上の議論を踏まえて，
本稿では，以下の 3つのリサーチクエスチョン
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を設定した。

RQ1：中国の自動車産業に関わる制度的・構
造的要因はどのように変わってきたの
か

RQ2：中国の自動車産業に関わる行為主体，
特に自動車メーカーの開発・生産能力
はどのように変わってきたのか。

RQ3：中国の自動車産業に関わる物的存在，
具体的には機械設備，原材料，部品は
どのように変わってきたのか。

3.2 研究方法
上記のリサーチクエスチョンに答えるため

に，本稿ではまず，中国の自動車産業の歴史や
現状に関する日本語および中国語の文献を幅広
く網羅する。次に，中国の車載電池メーカー，
電気自動車メーカー，充電インフラ企業，中国
汽車工業協会などの公式 HP や各種公開資料を
参照し，複数の情報源を照合することでデータ
の信憑性を確保するよう努める。
分析枠組みとして，本研究では，MAIS アプ
ローチを採用する。MAIS アプローチとは，社
会現象の形成や再形成，崩壊のプロセスやメカ
ニズムを分析する際に，物的存在（Material en-
tities），行為主体（Actors），制度的・構造的要
因（Institutional/Structural factors）の間の相互
作用に着目する方法である。このアプローチを
用いることで，社会現象を分析する際にこれら
の要素を識別し，その相互作用関係を明らかに
することができ，より深い理解を得ることを目
的としている（原，2018, 24頁）。
本稿では，以下の 3つの視点から中国の自動
車産業の歴史的変遷を分析する。まず，中国の
自動車産業に関わる制度的・構造的要因とし
て，中国の経済体制，政府の自動車産業政策，
自動車産業関連規制，義務教育制度などに焦点
を当てる。次に，中国の自動車産業に関わる行
為主体として，自動車メーカーを中心に，自動
車の開発・生産・部品調達能力の変化に焦点を
当てる。さらに，中国の自動車産業に関わる物

的存在として，自動車に関連する機械設備，自
動車部品，素材，デザイン，などに着目する。
最後に，先行研究から明らかになった知見と残
った課題を整理し，今後の研究課題を提示す
る。

4．分析と考察

4.1 制度的・構造的要因から見た中国の自動
車産業の歴史的変遷

制度的要因とは，局所的かつ一時的である
が，一定の支配性・安定性・持続性を有したパ
ターン化された社会関係であり，通常は特定の
行為主体によって意図的に設計される。一方，
構造的要因とは，局所的かつ一時的であるが，
一定の支配性・安定性・持続性を有したパター
ン化された社会関係であり，個別の行為主体の
意図とは無関係に，さまざまな行為主体，物的
存在，制度的・構造的要因の相互作用すること
によって創発的に形成されるものである（原，
2018, 25頁）。
中国の自動車産業の発展は，中国の経済体
制，自動車産業政策，自動車産業関連規制，義
務教育制度などの制度的・構造的要因と密接に
関連している。これらの要因は自動車産業の成
長と競争力の形成に重要な影響を与えてきた。
4.1.1 中国の経済体制の歴史的変遷
中国の自動車産業の歴史についての先行研究
では，同産業の発展段階を中国の経済体制の時
代区分に合わせて議論することが多い。これに
より，中国の経済体制が自動車産業の発展に与
えた影響の大きさが示唆されている。
周知のように，中国は 1949年に社会主義国
として建国して以来，共産党一党独裁の政治体
制を維持してきた。2.1の中国の自動車産業の
歴史に関する先行研究レビューの議論を踏まえ
ると，中国の経済体制は，大きく 4つの段階に
分けることができる（表 1）。
第 1の段階は，計画経済の時期（1949年～

1977年）である。この時期の特徴は以下の通
りである。①計画経済体制の下で，すべての経
済活動が中央政府の計画に基づいて行われた。
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②私有財産が全面否定され，利潤追求のための
生産と交換が禁止されていた。③経済主体とし
て，国有企業と集団所有制企業のみが認めら
れ，外資系企業や民営系企業の設立は禁止され
ていた。④文化大革命や貧弱な教育制度の影響
で，熟練労働者がほぼ存在せず，雇用関係とし
て「鉄茶碗」と呼ばれる生涯雇用制度が確立さ
れていた（中瀬，2016, 142頁）。⑤戸籍制度に
より都市戸籍と農村戸籍が厳格に区分され，農
民の都市流入が厳しく制限された（中瀬，
2016, 143頁）。これらの要因が絡み合い，生産
性の向上が困難であった。
第 2の段階は，改革開放期（1978年～1991
年）である。改革開放政策の導入により，中国
経済は大きな転換期を迎えた。この時期の特徴
は以下の通りである。①外資合弁事業の合法化
や個人保有の合法化，②「市場と技術の交換」
戦略の推進，③自動車産業を支柱産業として位
置付ける政策の導入，④国有企業改革の進行に
よる経営の自主権拡大，⑤民営企業の設立が認
められ，市場競争の活発化，である。また，そ

の他の主な制度的・構造的要因として，1978
年の大学入試制度の復活，1980年の深圳・珠
海・汕頭・廈門の 4つの経済特区の設置，1982
年の人民公社の解体，1984年の民間企業とし
て郷鎮企業の設立呼びかけ，1986年の義務教
育法の施行，法体系やインフラの整備などもこ
の時期の特徴である。
第 3の段階は，社会主義市場経済（1992年
～2000年）の時期である。鄧小平の「南巡講
話」を契機に計画経済の中に市場経済を取り入
れる政策転換が行われた。具体的な取り組みと
して，①沿海地域に経済特区を設置，②外資企
業への優遇策の実施，③国有企業の民営化の推
進，④民営企業の急成長，⑤交通・通信などの
インフラ整備が挙げられる。これらにより，中
国の自動車産業は急速に発展を遂げた。
第 4の段階は，準市場経済の時期（2001年
～現在）である。2001年の WTO 加盟以降，
市場経済への移行が加速し，「準市場経済国」
としての特徴が強まった（李，2019, 63頁）。
この時期の主な特徴は，①外資規制の段階的緩

表 1 中国の経済体制の歴史的変遷

中国の経済体制 特徴 主な制度的・構造的要因

計画経済（1949～1977） 政府が計画的に資源配分を
行う計画経済

・計画による資源配分
・私有財産の全面否定，利潤追求の禁止
・国有企業と集団所有制企業の存在
・労働に応じた所得分配（「鉄茶碗」制度），人民
公社化，戸籍制度，貧弱な教育制度，文化大革命
・大躍進運動，ソ連との政治対立

改革開放（1978～1991） 計画経済から市場経済への
移行期，計画経済の要素が
残る

・経済特区の設置，対外開放の進展
・国有企業の請負制度，自主権拡大
・民営企業の成長
・外国資本・技術の導入
・義務教育法，知的財産権などの法体系の整備，
交通，電力，通信インフラの発展

社会主義市場経済
（1992～2000）

計画経済から市場経済への
移行期，市場経済重視

・経済特区の設置，外資企業への優遇策
・国有企業の民営化，民営企業の急成長
・法体系の整備，インフラの充実

準市場経済（2001～現在） 市場経済が基盤となるが，
政府の調整が続く

・外資規制の段階的緩和
・行政管理体制や知的財産権などの経済法制度の
整備
・所得再配分・社会保障制度の充実

出所：各種資料を参照に筆者作成
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和，②行政管理体制や知的財産権などの経済法
制度の整備，③所得再配分・社会保障制度の改
革，である。これらの政策が進められ，中国の
自動車産業の競争力向上に寄与している。
以上のように，中国の自動車産業の発展は，
各時代の政治・経済体制の影響を大きく受けて
おり，その変遷を理解することが重要である。
4.1.2 中国の自動車産業政策の歴史的変遷
本稿では，各種資料を参照に，中国政府の自
動車産業政策を 5つの段階に区分した（表 2）。
第 1段階は，1949年から 1977年までの時期で
ある。この時期の特徴は，「自動車の産業抑制」
であり，具体的には大型トラックやバス生産が
重視され，乗用車生産が抑制されたことがあげ
られる。第 2段階は，1978年～1991年までの
時期である。この時期に，中国の自動車産業政
策の特徴は，「自動車の産業育成」である。こ

の時期に，外資合弁事業の合法性（1983），個
人の自動車保有の合法性（1984）が認められる
ようになった。第 3は，1992年～2000年まで
の時期である。この時期に，中国の自動車産業
政策の特徴は，「自動車の産業保護」である。
市場の需要の増加に伴い，中国の自動車メー
カーの開発・生産能力の問題が顕在化する中
で，中国政府は，乗用車メーカーの「三大三小
二微」体制，乗用車の参入規制，部品の国産化
規制，輸入規制，外資の活用と規制（1994）な
どの政策が打ち出した。第 4は，2001年～
2008年までの時期である。この時期に，中国
の自動車産業政策の特徴は，「自動車の産業競
争」である。WTO への加盟に備え，中国政府
は次第に乗用車生産の参入規制を撤廃した。第
5は，2009年から 2023年末現在までの時期で
ある。この時期の特徴は，「新エネルギー車の

表 2 中国政府の自動車産業政策の歴史的変遷

時代区分 主な政策 主な制度的・構造的要因

自動車の産業抑制期
（1949～1977）

・競争排除政策
・トラックなどの商用車重視，乗用車の成長抑制

・統収統支という財政制度
・研究開発機関と生産機関の分離
・貧弱な教育体制

自動車の産業育成期
（1978～1991）

・外資合弁事業の合法性（1983年）
・個人の自動車保有の合法性（1984年）
・自動車産業を基幹産業と位置付け（1986年）

・大学入試制度の復活（1978年）
・義務教育法，知的財産権などの
法体系
・交通，電力，通信，工場用地の
整備の開始

自動車の産業保護期
（1992～2000）

・乗用車メーカーの「三大三小二微」体制
・乗用車の参入規制
・部品の国産化規制
・輸入規制
・外資活用と規制（1994年）
・民族系自動車メーカーの参入容認

・個人保有に伴う税制や登録制
・販売金融やサービス体制
・販売網の整備
・農村部からの出稼ぎ労働者

自動車の産業競争期
（2001～2008）

・乗用車生産の新規参入規制撤廃
・自動車価格の自由化
・輸入関税の引き下げ
・外資合弁企業主導への移行
・自主ブランド車の強化

・行政管理体制，経済法律制度
・所得再配分，社会保障制度の整
備

新エネルギー車の産
業育成期
（2009～2023）

・車載電池・電気自動車・充電インフラの供給
側・需要側に対する各種支援策

・自動車の参入規制の緩和
・緩やかな自動車関連規制
・モータリゼーションの本格化
・地球温暖化対策
・エネルギー安全保障対策

出所：各種資料を参照に筆者作成
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産業育成」である。具体的には，中国政府は，
車載電池・電気自動車・車載電池の開発・生
産・販売・消費に対する様々な支援策を打ち出
してきた。
自動車の産業抑制期（1949年～1977年）に
おいて，中国の中央政府は自動車産業の発展に
対して消極的な態度をとっていた（李，2019,
64頁）。その理由として，以下の要因が挙げら
れる。まず，当時の国際関係において，エネル
ギー安全保障の観点から自動車中心の交通体系
を採用する余地はなく，大量の石油製品供給を
前提とする自動車の普及は国策として採用され
なかった（制度的・構造的要因：国際関係，物
的存在：石油保有量）。次に，当時の自動車の
品質が低く，道路の整備状況も悪かったため，
主要な運送手段として自動車を位置づけるには
膨大な投資と技術開発が必要だった（物的存
在：自動車，道路）。さらに，改革開放期まで
続いたイデオロギー闘争の中で，乗用車（轎
車）はブルジョア階級の象徴とみなされ，政府
はその成長を厳しく抑制していた（制度的・構
造的要因：イデオロギー的価値判断）（李，
2019, 64頁）。最後に，中央政府の意思のもと
で計画的に管理・運営されていた当時の中国で
は，農業発展と工業建設が優先され，その結
果，製造された車の大半はトラックであった
（陳，2007, 15頁）。こうした背景のもとで，政

府の投資に依存する国有自動車メーカー（第一
汽車，第二汽車，北京汽車，広州汽車，上海汽
車，南京汽車など）が設立された（表 3）。
第 2は，自動車産業の育成期（1978年～

1991年）である。鄧小平主席の「改革開放」
政策に基づき，中国は近代化を目指すようにな
り，経済発展を加速させた。自動車産業におい
ては，「市場と技術の交換」を成長戦略として，
技術提携の促進や限定的な形での外資提携が進
展した。1986年，中国政府は自動車産業を重
要な基幹産業と位置づけ，その復興を図る政策
転換を行った。先進国との技術格差を是正する
ため，中央政府は全面的な（全車種に対する）
技術導入政策を実施した。
中国政府が自動車産業の成長抑制から育成へ
と政策転換した要因は，乗用車の需要増加とと
もに，自動車メーカーの技術格差を是正したい
という意図があった。具体的には，「改革開放
により経済の発展し，輸送範囲が拡大する中
で，特に豊かになった都市部の個人経営者や農
村部の農民の間で，中型トラック以外の車種，
特に小型商用車に対する需要が拡大した。ま
た，対外開放に伴い，中国を訪れる外国人が増
加し，乗用車の需要も増加した」（陳，2007,
20-21頁）。その中で，ソ連からの輸入技術が
陳腐化し，自力更生の名の下に進められた技術
伝承では，世界で通用する自動車産業は育たな

表 3 自動車の産業抑制期における中国の主な国有自動車メーカー

企業名 設立年 ガバナンス 本社所在地 事業内容

第一汽車 1953 国有（中央政府） 吉林省
長春市

・中型，大型トラックの生産：解放
・政府幹部専用の乗用車の開発・生産：紅旗

東風汽車（第二汽車） 1969 国有（中央政府） 湖北省
武漢市

・中型トラックの生産

北京汽車 1953 国有（北京市政府） 北京市 ・中国初のジープ社工場

広州汽車 1955 国有（広州市政府） 広州市 ・自動車部品の製造とメンテナンス

上海汽車 1958 国有（上海市政府） 上海市 ・中国初の普通型乗用車工場
・中級幹部用

南京汽車 1957 国有（中央政府） 南京市 ・自動車部品生産
・軽型トラックの開発

出所：各種資料をもとに作成
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いと判断した中国政府は，欧米や日本の自動車
メーカーと接近して技術移転を促進し，厳選さ
れた条件で中国に本格的に投資する意欲を持つ
外国企業との合弁事業を進めることにした（下
川，2004, 418頁）。
一方，世界の自動車メーカーは改革開放を進
める中国に関心を寄せ，1980年代に入ると一
斉に北京に事務所を開設し，対中関係を模索し
始めた。しかし，1980年代は中国自身の試行
錯誤の時期であり，外国メーカーの多くは「時
期尚早」と判断し，一部の技術供与にとどま
り，北京事務所から撤退する事態が続いた。特
に，1986年のトヨタの撤退については，中国
側は「日本の自動車産業は中国を見限った」と
受け止めたとされている。その後，1990年代
に至るまで，トヨタは中国との関係において多
くの困難に直面した。中国に積極的に関わった
のは，ドイツのフォルクスワーゲンであった。
1984年に上海汽車と国内第 1号の合弁契約を
結び，1985年には工場を建設し，サンタナ
（1800cc）の生産を開始した。このサンタナは，
実は 1980年前後まで日本の日産座間工場で生
産されていたものであった（下川，2004）。
中国政府の自動車産業育成策を通じて，国有
自動車メーカーの間にも若干の競争原理が導入
された。しかし，地方政府レベルでの保護育成
策が無秩序に進み，全国で 118社の多数のメー
カーが乱立し，重複投資の弊害が目立つように
なった（下川，2004；陳，2007）。
第 3は，自動車産業の保護期（1992年～

2000年）である。1992年以降，中国政府は積
極的に外資系企業を誘致し，多くの外資自動車
メーカーが中国市場に進出した。特に乗用車に
ついては，規模の経済を早期に達成するため，
1987年に乗用車生産拠点の集約政策を打ち出
した。大型乗用車は第一汽車，第二汽車（現在
の東風汽車），上海汽車の 3メーカーに集約さ
れ，さらに小型乗用車メーカーとして地方政府
主導で外国メーカーと合弁した北京汽車，天津
汽車，広州汽車の 3社を加えて合計 6社に限定
した。このいわゆる「三大・三小」政策によ

り，乗用車メーカーは「三大三小二微」という
8社体制に集約された（下川，2004, 421頁）。
当時，中国の自動車メーカーは約 120社であ
り，生産台数は約 100万台に過ぎなかった。1
社当たりの平均生産台数は 1万台にも満たず，
国際競争力を備える自動車産業を育成すること
は難しいと判断した中国政府は，乗用車の新規
参入を制限し，乗用車メーカーの集約を進める
政策を採用した。1994年に策定された「自動
車産業政策」では，①自動車産業のグループ
化・集約化，②個人による自動車購入促進，③
新規プロジェクトの制限，④外資の出資比率
50％まで認める，⑤国産化率に応じて部品輸
入関税を引き下げるなどの政策が打ち出された
（下川，2004）。また，民族系自動車メーカーで
ある奇瑞汽車や吉利汽車の参入が許可されたこ
とも特徴的であった（李，2019, 88頁）。
中国政府の厳しい参入規制と自動車産業保護
策の影響を受けて，ごく少数の中国の乗用車
メーカーは独占的な利益をあげ，新しい車種の
投入やモデルチェンジもせず，技術の吸収や品
質管理の面で大きく立ち遅れた（陳，2007）。
この時期の自動車メーカーの特徴として，①外
資合弁自動車メーカーと民族系自動車が存在し
た（表 4，表 5）。この時期に設立された合弁会
社として，上海上汽大衆汽車（フォルクスワー
ゲン），北京吉普（ジープ），広州標緻汽車（プ
ジョー）の 3社が挙げられる。いずれも乗用車
を製造しており，その中で最も成功を収めたの
が上海大衆汽車の「サンタナ」である。②商用
車については，企業間競争が激しいため，企業
では寄せ集め的開発活動が行われていた，③乗
用車については，国有自動車メーカーの小型ト
ラックや軽自動車への新規参入のブームが注目
された。ただ，①企業間競争が少ない，②外資
ブランドの乗用車の単一車種の大量生産に依存
している，③開発能力を持たない，④技術の導
入が主に外資系企業の技術に依存している，な
どの特徴が指摘された（陳，2007, 55頁）。
第 4は，自動車産業の競争期（2001年～

2008年）で あ る。こ の 期 間 は，2001年 の
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WTO 加盟以降，モータリゼーションの本格化
が始まった 2008年までを指す。WTO 加盟に
備えて，中国政府は次第に乗用車生産の参入規
制を撤廃し，外資系や民営企業の参入活動が活

発化した。自動車価格の自由化や輸入関税の引
き下げに伴い，自動車メーカー間で熾烈な価格
競争が展開され，乗用車の需要も従来の集団消
費から個人消費へと移行し始めた（陳，2007,

表 4 自動車の産業保護期における中国の主要な外資合弁自動車メーカー

外資合弁 中国企業 外国企業（車種，提携形態） 設立年・契約年

三大 第一汽車 VW（ゴルフ，ジェッタ，合弁） 1991

VW（アウディ，技術供与）

東風汽車 シトロエン（ZX，合弁） 1992

上海汽車 VW（サンタナ，合弁） 1984

三小 北京汽車 クライスラー（北京ジープ，合弁） 1984

天津汽車 ダイハツ（シャレード，技術供与） 1984

広州汽車 プジョー（シャレード，技術供与） 1986

二微 長安機器 スズキ（アルト，合弁） 1984

貴州航空 富士重工（レックス，技術供与） 1992

表 5 自動車の産業保護期における中国主要な民族系自動車メーカー

民族系 設立 所有形態 本社所在地 乗用車参入年 参入前の事業

奇瑞汽車 1997 国有企業 安徽省蕪湖市 1997年 新規設立

吉利汽車 1986 民営企業 浙江省寧波市 1998年 二輪車

出所：各種資料を参照に筆者作成

表 6 自動車の産業競争期における中国の主要な新興外資合弁自動車メーカー

合弁汽車名 設立年 出資先

天津一汽豊田汽車 2000 一汽夏利，トヨタ

上海申沃客車 2000 上海汽車，Volvo

長安福特汽車 2001 長安汽車，Ford

北京現代汽車 2002 北京汽車，現代自動車

華晨宝馬汽車 2003 華晨汽車，BMW

済南華沃卡車 2003 中国重汽，Volvo

東風本田汽車 2003 東風汽車，ホンダ

広汽豊田汽車 2004 広州汽車，トヨタ

北京奔馳戴姆勒克莱斯勒 2004 北京汽車，DaimlerChrysler

福建戴姆勒汽車 2007 福建汽車，DaimlerChrysler

広汽日野汽車 2007 広州汽車，日野

出所：各種資料を参照に作成
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56頁）。
2004年に中央政府は，新たな自動車産業政
策を発表し，外資の導入や輸出の促進を図る一
方で，合弁事業において外資系企業の持株比率
は 50％を超えてはいけないという規制を引き
続き維持した（陳，2007）。このような中国政
府の産業政策の影響により，この時期に外資系

自動車メーカーと民族系自動車メーカー（表
6，表 7）が台頭してきた。
第 5は，2009年から現在に至る時期である。
中国政府は，2009年より本格的に新エネル
ギー車の産業育成策を打ち出しており，その詳
細については潘（2025）を参照されたい。

表 7 自動車の産業競争期における中国の主要な新興自動車メーカー

企業名 設立 所有形態 本社所在地 乗用車参入年 参入前の事業

華晨汽車 1991年 国有上場企業 遼寧市瀋陽市 2000年 ワゴン車

哈飛汽車 1980年 国有企業 黒竜江省ハルビン市 2002年 航空機製造

BYD 汽車 1995年 民営企業 広東省深圳市 2003年 電池

力帆汽車 1992年 民営企業 重慶市 2005年 二輪車

長城汽車 1990年 民営上場企業 河北省保定市 2007年 ピックアップ，SUV

江淮汽車 1964年 国有上場企業 安徽省合肥市 2007年 トラック・バス

出所：各種資料を参照に作成

表 8 制度的・構造的要因から見た中国の自動車産業の歴史的変遷

時代
区分 経済体制 自動車産業

政策 具体的な政策 主な制度的・構造的要因 主要な自動車
メーカー 自動車市場

1949～

1977

計画経済 自動車の産
業抑制期

・トラック発展の重視
・乗用車の抑制，競争排
除政策

・鉄茶碗，平等主義，大躍進運
動，人民公社体制，文化大革
命，統収統支という財政制度，
研究開発機関と生産機関の分
離，貧弱な教育体制，戸籍制
度，ソ連との政治対立

国有自動車メーカー
（第一汽車，東風汽
車，上海汽車，広州
汽車，北京汽車，南
京汽車）

トラックがメイ
ン，政府最高幹
部用の乗用車

1978～

1991

改革開放 自動車の産
業育成期

・外資合弁事業の合法性
（1983），個人の自動車保
有の合法性（1984），自
動車産業を基幹産業と位
置付け（1986）

・大学入試制度の復活（1978）
・義務教育法，知的財産権など
の法体系，交通，電力，通信，
工場用地の整備の開始

外資合弁メーカー
（上 海 VW，北 京
ジープ，広州プジ
ョー），国有自動車
メーカーの乱立

トラックがメイ
ン，政府所有の
公務用の中高級
乗用車

1992～

2000

社会主義
市場経済

自動車の産
業保護期

・乗用車メーカーの「三
大三小二微」体制，乗用
車の参入規制，部品の国
産化規制，輸入規制，外
資の活用と規制（1994），
民族系自動車メーカーの
参入容認

・沿海部の経済特区（1992）
・個人保有に伴う税制や登録
制，販売金融やサービス体制，
販売網の整備
・農村部からの出稼ぎ労働者

外資合弁メーカー
（三大三小二微），民
族系自動車メーカー
（奇瑞汽車，吉林汽
車）

政府所有の公務
用車，沿海都市
部の個人ユー
ザーの中高級車

2001～

2008

準市場経
済

自動車の産
業競争期

・乗用車生産の新規参入
規制の撤廃，自動車価格
の自由化，輸入関税の引
き下げ，外資合弁企業主
導への移行，自主ブラン
ド車の強化

・WTO 義務・約束遵守の姿勢
・知的財産権，法規制の整備

外資合弁メーカーと
民族系自動車メー
カーによる混戦状態

モータリゼーシ
ョン（上級車，
中級車，廉価車
といった三層ピ
ラミット構造）

出所：各種資料を参照に作成
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4.1.3 まとめ
以上のように，計画経済体制の時期（自動車
産業の抑制期：1949年～1977年）において，
中国政府は自動車産業，特に乗用車産業の成長
を抑制する方針を貫いていた。その背景には，
統収統支という財政制度（李，2019, 69頁），
鉄茶碗，平等主義の低賃金制度，戸籍制度，人
民公社体制，研究開発機関と生産機関の分離，
貧弱な教育体制，などの制度的・構造的要因が
あった。
改革開放期（自動車産業の育成期：1978年
～1991年）において，中国政府は外資合弁事
業の合法化，個人保有の合法化，市場と技術の
交換戦略，自動車産業を基幹産業として位置付
けるなどの政策を打ち出した。その結果，約
120社の国有メーカーと外資合弁メーカーが乱
立することに至った。これを支えた背景には，
①1978年に大学入試体制が復活したこと，②
1986年に義務教育法が実行されたこと，③
1980年代から知的財産権や法体系の整備，交
通・電力通信・工場用地の整備が進んだこと，
などがある。これらの制度的・構造的要因は自
動車産業の発展に重要な役割を果たした。
社会主義市場経済期（自動車産業の保護期：

1992年～2000年）において，市場需要の増加
に伴い，中国の自動車メーカーの開発・生産能
力の問題が顕在化し，政府は自動車産業を育成
するため，乗用車の新規参入制限や部品の国産
化，輸入規制などさまざまな保護策を打ち出し
た。この背景として，沿海部の経済特別区の設
置，個人保有に伴う税制や登録制，販売金融や
サービス体制，販売網の整備が進んだことが挙
げられる。また，大量の出稼ぎ労働者が農村部
から沿海部へ流入していたことも産業発展に寄
与した。
準市場経済期（自動車産業の競争期：2001
年～2008年）において，WTO 加盟に備え，中
国政府は乗用車生産の参入規制を撤廃し，外資
系企業や民営企業の参入が活発化した。自動車
価格の自由化や輸入関税の引き下げが進んだ結
果，価格競争が激化した。中国は WTO 加盟の

約束に基づき，2002年から外資に対する規制
を段階的に緩和し，国内制度の改革を進めた。
しかし，黒田（2001）も指摘するように，法治
国家を目指しつつも，現実には未だ「人治国
家」の側面が強いという指摘もあり，これも自
動車産業の発展に大きな影響を与えた。また，
知的財産権などの法規制の整備が本格的に進ん
だことも，自動車産業の発展に不可欠であっ
た。
以上の議論をまとめると，制度的・構造的要
因から見ると，①中国の経済体制は，計画経
済，改革開放期，社会主義市場経済，準市場経
済の 4つの段階に区分できる。②中国政府の自
動車産業政策は，産業抑制期から育成期，保護
期，競争期，新エネルギー車産業育成期という
5つの区分に分けられる。③中国の自動車産業
の発展には，中国の経済体制，中国政府の産業
政策，教育制度，法体制，分配制度，財政制
度，交通・電力・通信インフラ制度など，さま
ざまな制度的・構造的要因が複雑に絡み合い，
相互に影響を与えている。また，これらの要因
が中国の自動車メーカーの開発・生産インセン
ティブや能力，消費者市場にも影響を与えてき
た。このように，制度的・構造的要因から見る
中国の自動車産業の歴史的変遷は，表 8のよう
にまとめることができる。

4.2 行為主体から見た中国の自動車産業の歴
史的変遷

行為主体とは，個人的行為主体と集合的行為
主体（組織，国家など）に分けられるが，どこ
まで拡大するかは，分析の必要性に応じて判断
すべきである。行為主体には，固有の（集団的
行為主体の場合には，共有され，公認された）
利害関心や意志，意味付け，リフレクシビリテ
ィ（自己認識と判断能力），エージェンシー
（世界への介入能力）が伴う。それらは自己の
行為，他者，物的存在，制度的／構造的要因と
の相互作用を通じて，これらの要素は強化・弱
化・変化する。行為主体の作用を理解するため
には，その利害関心，解釈，行動，そして関係
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する相互作用を把握することが必要である
（原，2018, 17頁）。
2023年末時点で，中国の自動車メーカーは，
大きく分けて国有，外資系，民族系の 3つのグ
ループに分類される。民族系自動車メーカーと
は，設立当初において，①製品の導入に際し
て，あえて外資と合弁せず，自国資本のもとで
自主経営体制と自主ブランドを持ち，自主研究
開発による車作りを目指し，②導入された製品
の設計図が著作物として認められ，設計図に関
する複製権，変形権，利用許諾権のすべてを保
持する完成車メーカーを指す（李，2019）。
4.2.1 国有自動車メーカー
（1）計画経済期（自動車産業抑制期：1949

年～1977年）
計画経済期（自動車産業抑制期：1949年～

1977年）において，中国の自動車産業への投
資は，二層構造を成していた。中央政府による
大規模かつ長期的な投資は，第一汽車，第二汽
車，および関連する中核部品製造プロジェクト
に向けられた。一方，地方政府による投資は，
主に大型・小型トラック，各種改装車両，専用
車両の生産拠点，そして 2000数社に及ぶ部品
メーカーに向けられた（李，2019, 64-68頁）。
陳（2007），李（2019）はこの時期の国有自
動車メーカーの生産体制について以下の特徴を
まとめている。第 1に，すべての生産は，原則
として国家計画委員会が作成した生産計画に従
い行われ，完成車はユーザーに直接供給される
のではなく，国庫に納められ，その後国家計画
委員会が配給する。このため，生産企業には
ユーザーからのフィードバックがほとんど届か
なかった（李，2019, 68頁）。第 2に，自動車
市場における競争原理が働かなかった（陳，
2007）。第 3に，第一汽車は中央政府が生産技
術と設備をソ連から全面的に導入する形で設立
され，1980年代末までの 30数年間，基本的に
「解放」CA10中型トラックの単一モデルを生
産し，多品種化やシリーズ化が実現できなかっ
た（陳，2007, 72頁）。さらに，第一汽車の生
産システムは，ソ連から移植されたフォード式

の大量生産システムに立脚しており，専用設備
が多数使われ，フレキシビリティに欠けてい
た。このため，新モデルの投入時には，大規模
な設備改造が必要となり，フォード式生産シス
テム固有の問題が成長を妨げる要因となった
（李，2019, 68-69頁）。また，中国では，ソ連
式の大規模拠点に集中する方式のほか，地方に
分散した修理工場を基盤とする自動車生産も行
われていた（下川，2004）。
次に，商用車と乗用車の製品開発に分けて，
開発体制の特徴を見ていく。李（2019）は，こ
の時期の商用車の製品開発には，外国からの技
術導入とリバースエンジニアリングを基にした
モデルの導入という 2つのアプローチがあった
と指摘している。一方，乗用車の製品開発につ
いては，政府の自動車産業抑制政策（乗用車の
成長抑制）の影響を受け，国有自動車メーカー
は自主的な乗用車開発の能力を蓄積できなかっ
た（李，2019, 74頁）。この背景として，李
（2019）は，当時，中国の自動車産業はソ連か
らの援助を受けて発展したため，新製品開発を
担当する研究開発機関が企業外部に存在し，企
業内部には製造機能しかなかったと述べてい
る。したがって，この時期の国有自動車メー
カーは製造機能を持つのみで，製品開発体制が
欠如していたと言える。
また，陳（2007）によると，第一汽車は工場
を設立してから 1980年代末まで 30年以上にわ
たり，基本的に「解放」中型トラックの単一モ
デルを生産しており，製品の多品種化やシリー
ズ化を実現できなかった。第一汽車は，1970
年代末に中型トラックのモデルチェンジ計画を
政府に何度も提出したが，東風との競合を避け
るため，政府から却下された。この時期に行わ
れた外国技術の導入では，外国で作成された設
計図に基づき，中国側が国内需要に応じた設計
変更を行ったが，製造面では主に中国製部品を
使用して生産が行われた。この結果，最終製品
の品質は，オリジナルの設計図の品質に加え，
国産部品や設計変更能力に影響され，品質が低
下することがあった（陳，2007, 45-46頁）。
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資金面では，「統収統支」財政制度のもと，
国有自動車メーカーは恒常的な資金不足に悩ま
され，開発力の蓄積が妨げられた（李，2019,
69頁）。また，人材育成においても大きな不備
があり，企業内で研究開発機関と生産機関は
別々に設置されており，連携がほとんど行われ
ていなかった。社会全体の人材育成体制でも，
教育内容と実際の開発に必要な知識との間に大
きなギャップがあったと李（2019）は指摘して
いる。
以上のように，制度的・構造的要因（中国の
経済体制，中国政府による自動車産業の抑制，
財政制度，人材育成体制，自動車の個人消費制
限）や，行為主体（国有自動車メーカーのイン
センティブ），物的要素（資金の制約）などが
複雑に絡み合い，計画経済期（自動車産業抑制
期）には，中国の自動車メーカーにおいて開
発・生産能力が蓄積されなかった（表 9）。ま
た，大型・小型トラックが主に製造されていた
ほか，自動車の個人消費が法律的に制限されて
いたため，この時期の自動車市場では，政策的
に軍事用のトラックや大型トラックが主流とな
り，一部は政府機関の高級幹部向けの乗用車
（物的存在）であった。中国の自動車メーカー
で初めて一般販売された乗用車は第一汽車の
「紅旗」である。紅旗は毛沢東主席が愛用した
ことにより，政府幹部の高級車ブランドとして
広く認知されるようになった。当時の中国国民

にとって，紅旗は自国で製造された車であり，
対外的な国力を示す象徴として自尊心を持たせ
る存在だった（陳，2007, 44頁）。
（2）改革開放期・社会主義市場経済期（自動

車産業育成期，自動車産業保護期）
この時期，中国の自動車メーカーの特徴とし
て，①国有企業の小型トラックや軽自動車への
新規参入ブーム，②日米欧韓の外資系合弁メー
カーや民族系自動車メーカーの参入が挙げられ
る。合弁企業では，主に外資ブランドの乗用車
が生産され，技術の導入も外資系企業の技術に
依存することが多かった（陳，2007）。この時
期に設立された合弁会社として，上海大衆汽
車，北京ジープ，広州プジョーがあり，いずれ
も乗用車を製造していた。その中で最も成功し
たのは，上海大衆汽車の「サンタナ」である
（陳，2007, 45-50頁）。
（3）準市場経済期（自動車の産業競争期）
2001年，中国が WTO に加盟したことを受

け，中国政府は，WTO 加盟に備え，乗用車生
産への新規参入規制撤廃，価格自由化，輸入関
税引き下げなどの政策を打ち出した。この結
果，自動車市場への参入が再開され，国有自動
車メーカーだけでなく，日米欧韓の自動車メー
カーとの外資系合弁メーカー（上海 GM，一汽
トヨタ，北京現代，東風日産，長安フォードマ
ツダ）や民族系自動車メーカーの新規参入が注
目を集めた。この時期，企業間競争が激化し，

表 9 計画経済期（自動車産業抑制期：1949～1977）における中国の国有自動車メーカーの特徴

特徴

生産体制 ・政府主導で自動車が計画生産，計画販売される
・ユーザーからのフィードバックがない
・市場の競争原理が働かない
・大規模拠点に量産工場を集中するソ連方式
・地方に分散する形の修理工場

開発体制 ・製品開発体制がかけていた

財政体制 ・統収統支，恒常的な資金不足状態

人材制度 ・社会的な人材育成・教育内容の不備
・研究開発機関と生産機関の分離，両者の連携不足

出所：各種資料を参照に筆者作成
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国有自動車メーカーは製造や開発能力を補強す
るため，外資系企業との連携に取り組んだ。新
規参入による競争激化は，外資合弁メーカーの
製品価格低下をもたらした（陳，2007, 56-62
頁）。
以上のように，改革開放期以降，中国政府は
国有自動車メーカーを育成しようとし，外資系
自動車メーカーとの合弁事業，乗用車市場への
新規参入規制緩和，各種優遇策，輸入制限など
の保護策を講じてきた。しかし，政府の意図に
反して，中国の国有自動車メーカーの製品開
発・生産管理能力の低さは，先行研究でも共通
して指摘されてきた。
例えば，李（2019）は，合弁事業での技術導
入において，設計図面だけでなく，生産管理技
術，経営ノウハウ，特に部品の現代的な生産技
術も導入されたと指摘しており，これにより中
国の自動車産業の技術水準が向上したという波
及効果が生まれたと述べている（李，2019, 79-
80頁）。丸川（2005）は，外資系乗用車メー
カーや有力な外資系部品メーカーでは先進的な
生産管理技術（4S, 5S，安全対策，一個流し，
生産実績・品質記録など）が導入されたとし，
しかし多くの国有自動車メーカーや部品メー
カーでは，それらの要素が十分に整っていない
ことを指摘している。丸川（2005）は，中国の
自動車産業における生産管理レベルが低い主な
理由として，低品質の自動車でも市場で売れる
環境にあることを挙げており，これにより生産
管理強化の意欲が低いと述べている。
また，李（2006）は，三大自動車メーカー

（第一汽車，東風汽車，上海汽車）は技術力を
有しているが，外資との合弁に安住しており，
自主開発には積極的でないと批判している。湯
（2016）は，国有自動車メーカーが外資系企業
との合弁事業を通じて成長したものの，外資系
企業が主導しており，自主ブランドの育成は必
ずしも順調に進んでいないと指摘している。
以上のように，中国の国有自動車メーカーの
製品開発・生産管理能力の低さが先行研究で共
通して指摘されてきた。中国の国有自動車メー

カーの製品開発・生産管理能力の低さは，①中
国の経済体制（計画経済と市場経済の混在），
②中国政府の自動車産業の保護策（乗用車市場
の参入規制，各種優遇策，輸入制限），③政策
的に手厚く保護された中国の国有自動車メー
カーの経営者の短期志向，外資技術依存などの
要因が絡み合いもたらされたことである。
一方，2023年末現在，中国が WTO 加盟し

てから 20年以上経っている現在，グローバル
競争の激化，デジタル技術の革新，「100年に
一回の変革期」とも呼ばれている CASE（Con-
nected：コネクティッド；Automated：自動
化；Shared：シェアリング；Electric：電動化）
革命，新エネルギー車の産業育成に取り組む中
国政府，など自動車産業を取り巻く経営環境は
著しく変化している。その中で，中国の国有自
動車メーカーはどのように変化に対応している
のか，その開発・生産能力はどのように変わっ
ているのか，などについては議論の余地があ
る。
4.2.2 民族系自動車メーカー
2000年以降，民族系自動車メーカーの成長
は著しく，中国の自動車市場に変化をもたらし
ている。民族系自動車メーカーとは，外資系自
動車メーカーの出資や外資系ブランドの使用が
なく，自主開発で自社ブランド車を製造する独
立系メーカーである（湯，2016）。「三大・三
小・二微」の寡占の下で，供給と潜在需要との
激しい乖離によって作られた歪んだ市場構造
が，奇瑞汽車と吉利汽車を含む枠組み外の民族
系自動車メーカーの参入を誘発した（李，
2019）。民族系自動車メーカーは高級車分野に
おいては外資系企業に遅れをとっているが，
中・低級車分野では低価格戦略を武器に支配的
な地位を占めている（湯，2016；李，2019）。
こうした供給環境の変化が持続的な経済成長に
よる所得増加と相まって，自動車製品の急速普
及を促した。
中国の民族系自動車メーカーの製品開発につ
いて，エンジンをはじめとするコア部品や設計
技術などの資源を外部から調達してきた点に注
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目する研究が多く蓄積されている。中国民族系
自動車メーカーの製品開発の自主性に関して，
既存研究では，「製品アーキテクチャ」の視点
から分析したものが多い。中国自動車産業にお
ける製品アーキテクチャ分析の適用は，李
（2006），李・陳・藤本（2005）などが嚆矢とな
る。これらの研究では，中国の民族系自動車
メーカーの製品開発には「汎用部品の寄せ集
め」や「寄せ集め設計」による「疑似アーキテ
クチャ」現象が存在すると指摘している。一
方，外部資源利用と競争優位との関連づけとい
う視点から，中国の民族系自動車メーカーの製
品開発について分析されている研究もある。例
えば，丸川（2007）は，「オープンな垂直分裂」
という産業構造特徴を指摘している。
国有自動車メーカーの合弁事業に対して，民
族系自動車メーカーは，資力と技術力が弱いに
もかかわらず，必死で自社モデルを投入しよう
としている。ところが，R & D 資源が過少な
新規参入企業であるために，模倣か寄せ集め設
計に走りがちである（李，2006；李，2019）。
なぜ民族系自動車メーカーの研究開発資源・資
金の制約があるかについて，李（2006）は，
「外資企業との熾烈な価格競争を通じて，自社
のブランドを市場に認知させたものの，市場に
おける自らのポジションをローエンドブランド
にしてしまった。廉価版の乗用車は，利幅が非
常に薄いので，結局，開発資金の調達さえ困難
になってきた。資金・人材を含む R & D 資源
の過不足からきた制約は益々顕在化してくる」
と述べている。外資合弁事業での技術導入で
は，設計図面のみならず，生産管理技術，経営
ノウハウ，特に部品の現代的な生産技術も併せ
て導入された。一方，外資合弁事業の波及効果
は，外資合弁メーカーのみならず，直接的な提
携・合弁関係を外資との間で持たなかった民族
系自動車メーカーにも及んでいた。例えば，奇
瑞汽車を立ち上げた最初の技術者チームは，一
汽 VW 出身者であったため，間接的には，外
資合弁事業を通して，部品の生産技術，部品サ
プライヤー育成，生産管理と経営ノウハウ，生

産技術，設計開発技術などが，民族系自動車
メーカーにも移転された（李，2019, 79-80頁）。
李（2006）は，中国の民族系自動車メーカー

7社と自動車設計会社 2社への現地調査を踏ま
えて，中国の民族系自動車メーカーの製品開発
の特徴を次の 5点に整理している。①設計の外
注化，外部設計資源の活用，②基幹部品の外部
調達から内製化への切り替え，③外部企業との
知的財産権争いの激化，④技術者争奪戦の激
化，⑤国際市場の開拓，海外進出，である
（李，2006, 4頁）。
中国における代表的な自動車企業の製品開発
の特徴として，外国企業の設計や技術力への何
らかの依存が続いていることが挙げられる。具
体的には，技術の難度，導入企業の資本力・技
術力などによって，外国設計モデルの公式なラ
イセンス導入，外国設計モデルの非公式なコ
ピー，外国設計車の部品のコピー・改造・組み
合わせによる「疑似オープン」型製品の開発，
あるいは外国企業の技術力のアンバンドル型導
入，というように異なるタイプが観察される
が，いずれも，外国企業の設計や技術力への依
存という点では共通している（李，2005）。
李（2006）は，民族系自動車メーカーの躍進
を支えているのは，引き抜いてきた人材である
と主張している。同氏によると，特に，開発・
設計の技術者，管理者などの人材争奪戦が益々
激化している。その波はまず，第一汽車，東風
汽車，南京汽車のような大手国有企業を襲い，
海帰派にも及んでいる。特に米国留学・実務経
験者が人気を集めている。欧州の設計会社の影
響を受けて，中国国内にも自動車設計会社が現
れている。自主開発を全面に打ち出す民族系自
動車メーカーは，技術の内部蓄積だけでは新製
品投入のスピードに追いつかないため，内外の
既存の設計資源の活用に一斉に乗り出してい
る。引き抜きを通じて技術資源の内部化を進め
ながら，設計の外注化と連合開発を組み合わせ
る形で，製品開発能力の構築という長距離レー
スの短縮化，バイパス化を図る狙いである
（李，2006, 11頁）。
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湯（2016）は，中国の民族系自動車メーカー
について「外資系ブランドを模倣し，部品を寄
せ集めて組み立てを行っているだけ」と評され
ることもあるが，実際には，生産管理や研究開
発を重視しており，製品品質の向上を果たして
いると指摘する。同氏によると，中国の民族系
自動車メーカーの共通点は，①外部の設計企業
と提携し，デザインや外観設計に力を注ぐ，②
低価格車で中小排気量クラス市場を狙う，③海
外帰国人材の獲得や他社人材のスカウトによっ
て，マーケティング力や研究開発力の向上を図
る，などが挙げられる。また，一部の民族系自

動車メーカーはエンジンや変速機など基幹部品
の内製化を実現し，新たな成長段階に突入して
いる。このように，民族系自動車メーカーが製
品のコピーと改造を繰り返した結果，創発的に
できたものとしてとられ，アーキテクチャの換
骨奪胎と評価されている（湯，2016, 126頁）。
湯（2016）では，中国の主要民族系自動車メー
カーの開発・生産・部品調達体制についても言
及している。本稿では，湯（2016），李（2019）
の内容に基づき，中国の主要民族系自動車メー
カーの開発・生産・部品調達体制についての特
徴を表 10のように整理した。

表 10 中国の主要民族系自動車メーカーの概要

企業名 設立年 所有形態 本社
所在地

乗用車
参入年

参入前の
事業 開発・生産・部品調達体制

奇瑞汽車 1997 国有企業 安徽省蕪湖
市

1997 新規設立 ・設立当初：自主ブランドの生産。他社から技術者の誘致，他社製品
のリバースエンジニアリング，設計の外部委託，コア部品を含む約 8
割の部品の外部調達，欧州系設備依存
・2002年：自社設計，コア部品内製化，外資系企業との共同開発

一汽夏利 1986 国有上場
企業

天津市 1997 軽自動車 言及なし

吉利汽車 1984 民営企業 浙江省寧波
市

1998 冷蔵庫，
二輪車

・設立当初：低価格戦略，コア部品の外部調達，社内での寄せ集め，
設計の外部委託
・価格競争の激化：品質重視やコア部品の内製化へ
・他社人材の引き抜き，社内研究開発機関による人材育成，共同研究
開発，DSI やボルボの買収，欧州系設備依存

華晨汽車 1991 国有上場
企業

遼寧市瀋陽
市

2000 ワゴン車 ・スタイリングデザイン，シャシーやパワートレインなどの基幹部品
の開発委託

哈飛汽車 1980 国有企業 黒竜江省ハ
ルビン市

2002 航空機製
造

・設計の外部委託，外資系企業との共同開発

比亜迪汽
車

1995 民営企業 広東省深圳
市

2003 電池 ・西安秦川汽車を買収
・2010年大型プレス製品の品質向上を狙い，オギハラ館林工場を買
収（内製率は約 70％）
・電気自動車技術の開発や欧米企業との技術提携に取り組み，2008
年世界初の PHEV を開発
・リチウムイオン電池，駆動モータ，モータ制御などの基幹部品を全
量内製

力帆汽車 1992 民営企業 重慶市 2005 二輪車 言及なし

長城汽車 1990 民営上場
企業

河北省保定
市

2007 トラック ・SUV とピックアップトラックの生産に特化
・ZF，ボッシュ，TRW などの欧米系部品企業との共同開発やトヨタ
生産方式の導入などを通して，生産技術の向上を図った
・外資系サプライヤーと提携を強化する，パワートレインや内外装部
品などの内製化を推進

江淮汽車 1964 国有上場
企業

安徽省合肥
市

2007 トラック
・バス

言及なし

出所：李（2006），湯（2016），李（2019）などを参照に作成
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以上のように，中国の民族系自動車メーカー
の競争力，開発体制，生産体制，部品調達体制
などについての研究が蓄積されている。中国の
民族系自動車メーカーの具体的な製品開発，生
産管理，部品調達の取り組みに違いが見られる
が，各社は，①リバースエンジニアリング，②
外部企業との提携，③海外帰国人材の獲得や他
社人材の引き抜き，④外部企業の買収，⑤設計
業務の外部委託，⑥コア技術の内製化などを通
して，自社の製品開発・生産能力を伸ばしてき
た。一方，湯（2016）でも指摘されているよう
に，コア技術を狙う買収戦略の実施は，資金力
だけでなく，自社の基礎研究，技術の蓄積及び
技術の受容力・吸収能力と深く関わっている。
中国の民族系自動車メーカーの製品開発・生産
管理・部品調達の特徴についての分析を精緻化
して，中国の民族系自動車メーカーで行われる
製品開発・生産管理・部品調達の特徴の類型化
を行うことは，今後の研究課題の一つである。
4.2.3 まとめ
以上のように，本節では，中国の自動車産業
の各時期においての，自動車メーカーの主体・
開発・生産・部品調達の歴史的変遷について整
理した。
自動車産業抑制期（1949年～1977年）にお

いて，中国の主要な自動車メーカーは中央政府
主導と地方政府主導の国有自動車メーカーであ
る。この時期に，政府は，ソ連の技術援助を受
けて，商用車の生産に力を入れていたが，乗用
車の生産については消極的な態度をとってい
た。計画経済体制に置かれている中で，当時の
中国の国有自動車メーカーは，政府の計画に従
い，中型トラックやバスなどの特定モデルのリ
バースエンジニアリングを行い，その大量生産
に取り組んでいた。第一汽車では，最高幹部用
の乗用車の試作に取り組んだが，それ以外の国
有自動車メーカーは，乗用車の開発・生産には
踏み込まなかった。
自動車の産業育成期（1978年～1991年）に
おいて，中国の主要な自動車メーカーは，国有
自動車メーカーと一部の外資合弁自動車メー
カーである。中国政府の「改革開放政策」，「市
場と技術の交換」戦略，「外資合弁事業の合法
化」，「個人保有の合法化」，国有企業の請負制
度・自主権の拡大，インフラの整備などの政策
の影響を受けて，中国市場の可能性を見込んだ
一部の外資自動車メーカーは，中国に進出し，
中国の国有自動車メーカーと合弁会社を設立し
た。しかし，自動車産業育成策がとられる中で
国家レベルでの保護政策だけでなく，地方政府

表 11 行為主体から見た中国の自動車産業の歴史的変遷

国有自動車メーカー 外資合弁自動車メーカー 民族系自動車メーカー

自動車の産業抑制期
（1949～1977）

・商用車：ソ連からの技術援助
とリバースエンジニアリング
・乗用車：一部自主開発

なし なし

自動車の産業育成期
（1978～1991）

・中央政府・地方政府主導の国有企業の乗用車市場への参
入・乱立・重複投資の弊害
・外資合弁企業の台頭
・特徴：外資ブランド，外資技術依存

なし

自動車の産業保護期
（1992～2000）

・三大三小二微への集約
・外資ブランド，外資技術依存，一部は自主ブランド

・奇瑞汽車，吉利汽車の台頭：①
外部技術の導入，②リバースエン
ジニアリング，③設計の外注化

自動車の産業競争期
（2001～2008）

・日米韓欧など外資系自動車メーカーの進出
・外資ブランド，外資技術依存
・先進国の生産管理の要素の導入

・設計の外注化，外部資源の活
用，他社技術の模倣，コア部品の
内製化，人材の引き抜き，など

新エネルギー車の産業育成期
（2009～2023現在）

潘（2025） 潘（2025） 潘（2025）

出所：筆者作成
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レベルでの保護育成策が無秩序に進み，全国で
118社の多数のメーカーが乱立し，重複投資の
弊害が目立った。
自動車の産業保護期（1992年～2000年）に
おいて，中国の主要自動車メーカーは，「三
大・三小・二微」の 8社に集約された。例外と
して，奇瑞汽車と吉利汽車といった民族系自動
車メーカーの市場参入も認められた。政府の手
厚い保護策に守られていた外資合弁自動車メー
カーでは，外資ブランド，外資技術の依存が特
徴となり，自主的な研究開発能力は蓄積されな
かった。奇瑞汽車と吉利汽車といった民族系自
動車メーカーは，資金力・技術力が制約されて
いる中で，①外部技術の導入，②設計の外注
化，③コア部品の外部調達などによって市場参
入を果たすことができた。
自動車の産業競争期（2001年～2008年）に
おいて，中国の主要な自動車メーカーは，外資
合弁自動車メーカー，国有自動車メーカー，民
族系自動車メーカーという 3つの類型がある。
国有自動車メーカーは，外資ブランド，外資技
術に依存する傾向が続いている。一方，民族系
自動車メーカーは，競争が激化している中で，
①コア部品の内製化，②人材の引き抜き，③他
社技術の模倣，④他社との共同開発，⑤他社の
買収，などにより，製品開発や生産管理，部品
調達の能力を伸ばしてきた。
一方，2023年末現在，中国の自動車市場に
おいて，電気自動車の開発・生産・販売に積極
的に取り組む中国企業が注目を集めている。電
気自動車の開発・生産・販売に取り組む企業は
大きく分けて 3つの類型に分けることができ
る。第 1に，既存の国有自動車メーカーであ
る。第 2に，既存の民族系自動車メーカーであ
る。第 3に，新興の民族系自動車メーカーであ
る。まず，これまで自主開発能力が低いと指摘
されてきた既存の国有自動車メーカーはどのよ
うに電気自動車の開発・生産・販売を実現した
のか，次に，BYD，吉利汽車と奇瑞汽車のよ
うな既存の民族系自動車メーカーは，なぜ電気
自動車の開発・生産に取り組む決意をしたの

か，なぜ電気自動車の開発・生産が可能だった
のか，最後に，2014年前後新たに設立された
電気自動車メーカーが多数存在するが，これら
の企業はどのように開発・生産能力を獲得でき
たのかについて考察することも今後の研究課題
として残されている。

4.3 物的存在から見た中国の自動車産業の歴
史的変遷

物的存在は，単に社会的に形成されたという
面だけでなく，人間や社会を超越して，したが
って，主観や客観という次元を超越して，少な
くとも存在について疑うことのできない自然の
一部の性質（質量，エネルギー，安定性など）
をも具備している（原，2018, 18頁）。
自動車産業の形成・発展には，自動車の開
発・生産に必要な機械設備，素材，基幹部品，
汎用部品，自動車のデザイン技術などの物的存
在も必要不可欠である。本節では，これまでの
中国における自動車産業に関わる機械設備，素
材，基幹部品，汎用部品，自動車のデザイン技
術などに関連する先行研究を整理したうえで，
これまで中国の自動車産業に関わる物的存在に
どのような特徴があったのかを考察する。
4.3.1 機械設備
丸川（2005），湯（2016）では，中国の自動
車産業で使われている機械設備の特徴について
論じている。
丸川（2005）は，中国は，1950年代以来，
自前で産業用機械設備を製造する態勢をとって
きた経緯から，発展途上国としては珍しく国内
でかなりの産業用機械設備を供給できると指摘
している。だが，中国の産業機械産業は国際競
争から隔絶された市場の中で国有企業によって
担われてきたため，ある程度の技術力や人材は
持っていながらも，企業の経営基盤が弱く，改
革開放以降，外国の機械設備に国内の市場が開
放される中で外国製品に押されて市場を失いつ
つ企業も少なくない（丸川，2005）。小型プレ
ス機，各種の金属切削工作機械，各種試験検査
設備に関しては，中国製の価格は，外国産の
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10％～20％と相当割安である。しかし，NC 工
作機械，マシニングセンターの場合，価格は，
外国産の 40％程度だが，信頼性が劣る。中国
産だと初期投資が節約できる反面，故障や修理
のコストを考慮すると結果的にどちらが安上が
りかははっきりしないというのが現状と思われ
る。特殊な機械設備，大型射出成形機，計測機
器，ロボットに関してはまだ中国製品が使える
段階には至っていない（丸川，2005, 89頁）。
湯（2016）は，外資系設備メーカーの中国進
出，エンジン開発・エンジニアリング企業及び
デザイン企業の存在は，中国の自動車産業の発
展を支えていると指摘している。同氏による
と，現在，多くの民族系自動車メーカーは，鋳
造，鍛造から，プレス，溶接，塗装までの一貫
生産体制を整え，加工技術の向上を果たした。
こうしたメーカーの生産現場を見ると，奇瑞に
は，DURR（ドイツ）製塗装ライン，KUKA
（ドイツ）製溶接ロボット，吉利や江淮には
ABB（スイス）製溶接ロボット導入されてい
る。このように欧州系設備メーカーに依存する
一方，国産設備メーカーの技術向上に伴い，民
族系自動車メーカーは国産設備への切り替えも
進めている。プレス設備分野については，済南
第二機床廠や斉斉哈爾第二機床廠製のプレス機
械が多く使用されている（湯，2016, 119頁）。
4.3.2 素材
素材についても，中国は国内で全て供給でき
る態勢を作ろうとした歴史があることから基本
的なものは代替している（丸川，2005, 94頁）。
しかし，素材産業も国有企業が主たる担い手で
あり，国有企業は経営上のさまざまな問題点を
抱えていて必ずしも中国で新しく勃興しつつあ
る産業が需要する素材を適時に供給できるよう
に活発に投資を行っているわけではない。特
に，乗用車に使われる材料の中で中国製が文句
なしに採用されているケースは少なく，部品に
比べて材料の国産化は遅れていると指摘されて
いる。
4.3.3 エンジン等の基幹部品
エンジン分野に関しては，民族系自動車メー

カーが欧州のパワーレイン・エンジニアリング
企業と提携し，エンジンの内製を果たした。具
体的には，奇瑞や江淮は，AVL（オーストリ
ア）と，長安や華晨は，FEV 社（ドイツ）と，
力帆は RICARDO 社（イギリス）と提携し，
委託開発を行っている。また，BYD や江淮は
三菱自動車製エンジンを参考にして，自社でエ
ンジンの開発を成功した（湯，2016, 119頁）。
上海汽車は買収した Rover の技術を基に，自
主ブランド向けのエンジン生産体制を整えた。
しかし，こうして自社エンジン開発・生産を行
っているメーカーであっても，EMS や電子燃
料噴射システムなどのコア技術分野では，依然
として Bosch やデルファイ（Delphi）などの外
資系大手システム部品企業に依存している
（湯，2016, 119頁）。このように，中国の自動
車メーカーは，外部企業との提携，外部企業の
買収などを通してエンジンの内製を果たした
が，自社のエンジンの研究開発能力は蓄積され
てこなかったということが読み取れる。
4.3.4 自動車デザイン
地場系自動車デザイン企業は，民族系自動車
メーカーの新車開発やモデルチェンジの加速を
支えている。元同済大学（上海）自動車学科の
教授が創業した「同済同捷」は，BYD や江淮
などの民族系自動車メーカー約 80社にデザイ
ンエンジニアリング業務を提供し，中国最大の
自動車設計企業となっている。また，「奇瑞
QQ6」の開発で知名度を高めた「阿爾特」は現
在約 800人の技術アドバイザーを抱えている。
これらのデザイン企業の存在により，民族系自
動車メーカーは，開発コストの削減を実現し，
自主ブランドの乗用車数が急増した（湯，
2016, 94頁）。
4.3.5 部品調達システムの現状
部品調達について，サプライヤー・インフラ
の共通利用という特徴が見られた（李，2006）。
同氏によると，部品生産の最小最適規模が完成
車より大きいため，サプライヤーは納入先の多
様化によってコスト低減を狙う。自動車後進国
の中国では，完成車メーカー 1社あたりの生産
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台数が少ないため，サプライヤーの系列化がま
だ十分に進んでいないうちに部品取引のオープ
ン化が進んでいた。また，1980年代から始ま
った乗用車部品の国産化規制が 2001年末の
WTO 加盟まで続いていたので，中国の乗用車
部品産業は積極的に外国の資本と技術を導入し
た結果，全体としての底上げ効果があった。
廖（2005）は，中国の自動車部品メーカーを
その出自や行政的所属関係から 6つの類型に分
類している。①中央直属・一貫生産型自動車
メーカーの工場が分社化されて独立したもの，
②中央直属・一貫生産型自動車メーカーの建設
に合わせて政府が建設した独立の国有部品メー
カー，③地方自動車組立メーカーのサプライ
ヤーとして建設された地方政府傘下の部品メー
カー，④軍事工業系メーカー，⑤外資系部品
メーカー，⑥郷鎮企業・民営企業，である。同
氏によると，自動車部品産業は，1950年代に
は東北部，北京，上海，湖南省など沿岸部と中
部の広い範囲に立地したが，1970年代には，
三線建設の影響で，湖北省，四川省など内陸部
に重点的に投資が行われた。しかし，1990年
代以降，部品生産の重心は，次第に東部沿海地
域へシフトしつつある（廖，2005, 51-54頁）。
中国の完成車メーカーは安定的な低価格製品
の製造を可能にするため，多数の部品企業と取
引関係を持ち，価格競争をさせている。生産規
模が小さいメーカーは，エンジンなどの基幹部
品を複数の外部メーカーから調達し，社内でア
センブリーを実施している。一定の生産規模を
持つ中堅・大手自動車メーカーは，基幹部品の
内製化を実現したが，多くのコア部品を外資独
立系・地場独立系のサプライヤーから調達して
いる（湯，2016, 120頁）。
4.3.6 まとめ
以上のように，本節では，物的存在（機械設
備，素材，エンジンなどの基幹部品，自動車の
デザイン技術）の視点から中国の自動車産業の
歴史的変遷を整理した。紙幅制限上，本稿で
は，中国の自動車産業の機械設備，素材，基幹
部品，自動車のデザイン技術などについての先

行研究を体系的にレビューすることはできなか
った。一方，筆者の知り得る限り，近年の中国
の自動車産業で使用されている機械設備，素
材，基幹部品，自動車のデザイン技術の実態に
ついて取り上げている研究は著しく減少してい
る。二次資料調査や実地調査などを積み重ね
て，今日の中国の自動車産業で使用されている
機械設備，素材，基幹部品，自動車のデザイン
技術の特徴の類型化に図ることも今後の研究課
題の一つである。

5．暫定的結論と今後の研究課題

本稿では，中国の自動車産業に関する先行研
究をレビューし，制度的・構造的要因，行為主
体，物的存在という視点から中国の自動車産業
の歴史的変遷について考察を行った。その結
果，本稿では，以下のような暫定的な結論が得
られた。
中国の自動車産業は，中国の政治・経済体
制，中国政府の自動車の産業政策，法規制，教
育制度，分配制度，交通・通信・電力などのイ
ンフラ整備といった制度的・構造的要因，国有
自動車メーカー，外資系合弁自動車メーカー，
民族系自動車メーカーといった行為主体の利害
関心や行動，さらに自動車の機械設備，素材，
基幹部品，自動車デザインなどの物的存在が複
雑に絡み合い，相互に影響を与えながら，歴史
的に発展してきた。
中国の自動車産業の発展は，政治・経済体制
の変遷（計画経済→改革開放→社会主義市場経
済→準市場経済），自動車産業政策の変遷（産
業抑制→産業育成→産業保護→産業競争→新エ
ネルギー車の産業育成），そして義務教育制度，
大学入試制度，社会保障制度，知的財産権制度
などの法体系の整備，交通・通信・電力などの
インフラの整備，などと密接に関連している。
中国の自動車産業の発展は，国有自動車メー
カー，外資合弁自動車メーカー，民族系自動車
メーカーの設立と活動とも深く関与している。
多くの中国の国有自動車メーカーは，政治・経
済体制や自動車産業政策の影響下で，外部資源
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や外資ブランドに依存し，結果的に自主製品開
発能力が蓄積されなかった。一方で，2000年
以降に台頭した民族系自動車メーカーは，①外
部技術の導入，②人材の引き抜き，③外資系と
の共同研究開発，④外資系の買収，⑤コア部品
の内製化，⑥他社技術の模倣，⑦デザインの外
注化などを通じて，製品開発や生産管理，部品
調達能力を向上させてきた。
さらに，中国の自動車産業の発展は，機械設
備，素材，基幹部品，自動車デザインといった
物的存在の開発・生産・品質向上と密接に結び
ついており，これには外資系の部品メーカーや
デザイン企業の協力が不可欠であった。
以上のように，中国の自動車産業は，諸制度
的・構造的要因（中国の独特な経済・政治体
制，自動車産業政策，義務教育制度，大学入試
制度，社会保障制度，知的財産権制度などの法
体系の整備，交通・通信・電力などのインフ
ラ），諸行為主体（国有自動車メーカー，外資
系自動車メーカー，民族系自動車メーカー），
諸物的存在（機械設備，素材，基幹部品，自動

車デザイン）といった多様な要素が複雑に絡み
合いながら発展してきた。紙幅の制約上，本稿
ではこれらの要因の詳細な相互作用まで分析す
ることはできなかったが，歴史的に見ると，そ
れらの要因の相互作用により，中国の主要な自
動車メーカーは製品開発や生産管理，部品調達
において十分な競争力を蓄積することができな
かった（表 12）。その結果，中国国内では，
「高機能エンジンにおいて先進国企業に追いつ
けない」という認識が広がっている（藤本，
2022）。そのため，エネルギー安全保障，大気
汚染対策，地球温暖化対策などの利害関心を持
つ中国政府は，2009年より電気自動車をはじ
めとした新エネルギー車の産業育成策を始動し
た（潘，2025）。
2023年末時点では，中国において電気自動

車の普及が急速に進展している。この現象の要
因の一つは，中国企業が車載電池，電気自動
車，充電インフラの開発・生産・販売に積極的
に取り組んでいることである（潘，2025）。し
かし，歴史的に製品開発や生産管理，部品調達

表 12 中国における自動車産業の歴史的変遷

諸制度的・構造的要因 諸行為主体 諸物的存在

自動車の産業抑制期
（1949～1977）

・競争排除，商用車重視，
乗用車の成長抑制，など

国有自動車メーカー：①商用車：ソ
連からの技術援助，リバースエンジ
ニアリング，乗用車：一部自主開発

・設備や技術：ソ連からの導入
・修理工場：地方に分散する

自動車の産業育成期
（1978～1991）

・外資合弁事業の合法性，
個人の自動車保有の合法性
・自動車産業を基幹産業と
位置付け，など

外資合弁自動車メーカー，国有自動
車メーカーの乱立：外資ブランド，
外資技術依存

・設備；外国製の導入
・製品開発，生産管理，経営の
技術：外資依存，など

自動車の産業保護期
（1992～2000）

・乗用車メーカーの「三大
三小二微」体制，乗用車の
参入規制，部品の国産化規
制，輸入規制，外資の活用
と規制，民族系自動車メー
カーの参入容認，など

・外資合弁メーカー（三大三小二
微）の集約：外資ブランド，外資技
術依存，一部は自主ブランド
・民族系自動車メーカー（奇瑞汽
車，吉林汽車）の台頭：①外部技術
の導入，②リバースエンジニアリン
グ，③設計の外注化，など

・外資系設備メーカー，外資系
自動車部品メーカーの進出によ
る設備・部品の国産化の進展，
など

自動車の産業競争期
（2001～2008）

・乗用車生産の新規参入規
制の撤廃，自動車価格の自
由化，輸入関税の引き下
げ，外資合弁企業主導への
移行，自主ブランド車の強
化，など

・外資合弁メーカー：外資ブラン
ド，外資技術依存
・民族系自動車メーカー：設計の外
注化，外部資源の活用，他社技術の
模倣，コア部品の内製化，寄せ集め
設計，など

・外資系設備メーカー，外資系
自動車部品メーカーの進出によ
る設備・部品の国産化の進展
・自動車メーカーと外資系企業
との提携，外資系企業の買収，
人材の引き抜きによる設備・部
品の調達，など

出所：筆者作成
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の競争力を十分に蓄積してこなかった中国の自
動車メーカーが，どのように電気自動車の開
発・生産・部品調達を実現したのかには疑問が
残る。中国の電気自動車メーカーに関する二次
資料調査，インタビュー調査，工場見学などを
積み重ねて，中国の電気自動車メーカーの開
発・生産・部品調達体制の特徴を類型化し，そ
のメカニズムに関する理論的枠組みを提示する
ことが今後の研究課題である。
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